
（様式　５－１） 地域重点施策推進事業事後評価調書（令和２年度実施分） 地域振興局名 雄勝地域振興局

（地域施策推進事業）

事業名 部名 部長名 担当課
担当班

名
電話番号 事業目的・必要性

事業費
（円）

事業実施状況 事業実施主体
事　業
対象者

事業決定月日
（部局長会議等）
及び評価確定日

事業効果
（成果・満足度）

自己評価

令和2年4月1日

令和3年5月18日

令和2年4月1日

令和3年5月18日

①ジバゼミの開催
　湯沢・雄勝地域の地場産業
等の連携体制構築に向け相
互理解の場を設けた。新型コ
ロナウイルス感染症対策のた
め、少人数での開催とし、後
日、レポートを共有した。
第1回：令和2年10月7日
第2回：令和2年11月5日

②ジバカードの作製
　若者らに地場産業等の特徴
等を伝達するためのツールと
して作製。
期間：令和2年11月～令和3年
3月
作製種類：6種類（2事業所分）

③かるた読み札の作製
　子ども達がジバカードをより
身近なものとして活用できるよ
う、カルタとして使用するため
の読み札を作製。
期間：令和2年11月～令和3年
3月

④カードの配布
　完成したジバカードと読み札
を管内小中学校に配付し活用
してもらう。

県

地場産業
等の代表
者や従事
者ら

①ジバゼミ
・参加者は延べ１０名
・新型コロナウイルス感染症
の影響もあり少人数での開催
となった。
・参加者からは「人数が少ない
分マンツーマンで話をすること
ができ大変勉強になった」等
の感想が寄せられ、参加者の
満足度は高かった。

②、③、④ジバカード
・２社６種類のカードと、かるた
として活用できるように読み札
を作製。
・完成したジバカードと読み札
をセットにして管内小中学校
に配付した。

・開催を希望する企業でのジ
バゼミが一通り終了し、これま
で作製した４６枚のカードをか
るたとして活用できるように
なった。
・地元企業の魅力を再認識
し、地域の若者の地元定着に
つなげようとする機運を高め
ることに一定の成果があっ
た。
・今後は、より直接的に企業
の人材確保を支援する取組を
実施し、地元企業への就職者
数増加に繋げていく対策も必
要である。

・中高生の興味を惹き付け
る、分かりやすい説明と工夫
が必要である。
・出展企業が固定化しないよ
う、新規出展企業の開拓が必
要である。
・企業、学生が一同に会する
形となるため、新型コロナウイ
ルスの感染拡大防止対策を
徹底して開催する必要があ
る。

つながる「ふるさと」、オ
ガチの底ヂカラプロジェ
クト

総務企画
部

鈴木　英
一

地域企画
課

企画・
ゆざわお
がち売込

み班

0183-73-
8191

　地元企業の代表者に、地元
の産業・企業・働く人物の魅力
を再認識してもらう機会を提
供。
　活動を通して認識した地域
の魅力、誇りを、どのようにし
て子どもや若者に伝えて行く
か事業を通して検討し、地元
企業の「若者の地元定着」に
対する機運を高める。

1,100,613

　若者の地元回帰、定着を促
進するため、地元企業の魅力
や強みを学び、故郷に対する
誇りや愛着と職業観を形成す
る機会を提供する。

402,724

①中学生向けしごと博覧会
　新型コロナウイルスの影響
により開催できず、構成・デザ
インを工夫した資料集を制作
し、生徒・教諭等へ配付した。
配布先：管内８中学校ほかへ
合計700部

②高校生向け企業博覧会
日時：令和２年12月12日
会場：湯沢グランドホテル
参加者：湯沢・湯沢翔北・湯沢
翔北雄勝・羽後・増田 高校の
１～２年生236名
参加企業：18社

県

管内在住
の中学
生、管内
外の高校
生、管内
外の企業

①中学生向けしごと博覧会
　配付した資料集を元に、学
校単位で職場体験学習が開
催された。

②高校生向け企業博覧会
　出展企業の熱意あるプレゼ
ンテーションにより、地元企業
の魅力や強みを学び、故郷に
対する誇りや愛着と職業観を
形成する機会を提供すること
ができた。
　学校関係者、行政関係者に
対しても地元企業の魅力を理
解してもらう機会となった。

中高生の「将来設計」支
援事業

総務企画
部

鈴木　英
一

地域企画
課

企画・
ゆざわお
がち売込

み班

0183-73-
8191
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事業名 部名 部長名 担当課
担当班

名
電話番号 事業目的・必要性

事業費
（円）

事業実施状況 事業実施主体
事　業
対象者

事業決定月日
（部局長会議等）
及び評価確定日

事業効果
（成果・満足度）

自己評価

令和2年4月1日

令和3年5月18日

令和2年4月1日

令和3年5月18日

①高校生向け「体感から福祉
を学ぶ学習会」
・7/10「プレ学習会」
　参加高校生29名
・8/3「事前学習会」8/4「現地
学習会」8/5「振り返りの会」
　参加高校生1名

②「湯沢翔北高校専攻科オー
プンキャンパス」＆「介護ロ
ボットミニ展示見学体験会」
・9/8　参加者87名（生徒・学
生、教員、事業所等職員）

②：湯沢翔北高
等学校との共
催、その他は
県

管内高校
生、教員、
事業所職
員等

・「体験」を取り入れた結果、イ
メージがより具体的となり、参
加者アンケート結果でも「職業
選択や進路指導の参考になっ
た」「小中学生も参加対象とし
ては」「もっと地域でＰＲすべ
き」などと主体的な意見を引き
出すことが出来た。
・②については、参加者全体
の９割超から事業の目的やね
らいについて「十分理解でき
た」「ほぼ理解できた」とする
回答が得られる結果となっ
た。

・介護福祉分野の仕事に興味
を持つきっかけづくりから、次
のステップ（職業選択）に結び
つけるための仕掛けをどう盛
り込むかを検討する必要があ
る。
・保護者や地域社会に対する
アプローチ方法、地域一体と
なった機運醸成につながるた
めの方策について、関係機関
（学校、企業等）との協議を重
ねながら、次年度以降は更な
る事業の充実を図る。

・視察研修では先行事例の現
状について現地で説明を受け
たことで、参加者に具体的な
内容が伝わり、理解度が高
かった。
・花きの日持ちの重要性や管
内の取り組みの先進性につい
て、参加者の理解度が高ま
り、今後の普及に弾みがつい
た。
・令和3年6月法施行に向け
て、事前研修を行ったことで、
法改正の理解度が高まった。
また、事業者と保健所とのつ
ながりを創出できた。
・新型コロナウイルスの影響
で県外へ出向いた研修や情
報収集が困難と思われるた
め、支援手法を含めて内容を
検討しながら進める。

「介護・福祉のおしごと
ウェルカム」プログラム

福祉環境
部

南園　智
人

企画福祉
課

調整・障
害者班

0183-73-
6155

　介護・福祉の現場を支える
担い手の減少により、今後、
管内において人材不足が深
刻化する恐れがあることから、
幅広い世代（小中高生から高
齢者まで）を対象とした意識啓
発により介護福祉人材の裾野
を拡大する必要がある。
　併せて、介護事業者の労働
環境改善意識の向上により、
介護人材の定着促進を図る。

135,000

　本県の課題である「米依存
からの脱却」を進めるため、大
規模園芸や６次産業化への
取り組みを支援し、相対的に
「米への依存度を低減」する
必要がある。
　この事業では、大規模園芸
団地による野菜・花き生産の
安定・収益確保に必要な技術
の習得や、労働力管理の知
識、若手農業者等の複合化支
援、女性農業者等の直売活動
や加工技術や商品づくりのレ
ベルアップを推進する。

188,623

①農業経営視察  令和2年8月
25日  トマトメガ団地（農）下黒
土アグリ、ＪＡ秋田おばこ園芸
振興拠点センター16名参加

②花きセミナー　令和2年11月
25日　湯沢文化会館　花き流
通最前線「産地予冷とコロナ
をキーとした産地戦略」88名
参加

③女性起業レベルアップ研修
令和2年12月2日　湯沢ロイヤ
ルホテル　「食品衛生法の一
部改正について」　52名参加

県
管内
農業者ほ
か

①大規模トマトメガ団地の管
理作業や作業員の運営方法
を視察し、管内メガ団地の今
後の課題が整理できたため満
足度は高かった。

②花きセミナーでは管内で実
施されている産地予冷技術の
国内における先進性が理解さ
れ、技術の普及に弾みがつい
た。

③食品衛生法の改正に伴う研
修を行ったことにより、加工所
の改築やそれに伴う補助事業
の活用の理解が進み、一部加
工所で事業を活用した改築の
相談が多くなっている。

雄勝の農業複合化・多角
化レベルアップ支援事業

農林部
齋藤　辰

嗣
 農業振興
 普及課

－
0183-73-
5180
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事業名 部名 部長名 担当課
担当班

名
電話番号 事業目的・必要性

事業費
（円）

事業実施状況 事業実施主体
事　業
対象者

事業決定月日
（部局長会議等）
及び評価確定日

事業効果
（成果・満足度）

自己評価

令和2年4月1日

令和3年5月18日

令和2年4月1日

令和3年5月18日

・脳血管疾患等生活習慣病予
防対策普及啓発用リーフレッ
トの作成及び配布
（商工会、社協などの関係団
体、事業所等：262か所）

県
飲食店等
管内事業
所

・脳血管疾患を含む生活習慣
病予防対策について、関係団
体や事業所等に対して、実践
しやすい予防策に関する内容
のリーフレットを作成・配布し、
働き盛り世代からの対策の重
要性を普及啓発した。
配布先：２６２か所

・脳血管疾患等の生活習慣病
予防対策の一環として、飲食
店等の管内事業所に対して改
正健康増進法及び秋田県受
動喫煙防止条例等の周知を
通じて受動喫煙防止への理解
促進を図りながら啓発を行っ
た。
啓発資材配付：１５７１か所
説明会：３回
参加者：延べ１０５人

・生活習慣病予防対策として、
関係機関等との課題共有や
実際の事業所等で展開しやす
い予防策、健康づくり事業等
について検討する場を設ける
必要がある。
・飲食店等事業所への受動喫
煙防止の周知については、単
年度だけの取組では不十分
なので、今後も様々な機会を
通じて働きかけを継続して行く
必要がある。

・企業ヒアリングに基づくオー
ダー式の講座は、企業が抱え
る健康問題の解決につながる
ことから好評だった。
・カレンダーの共同作成やポ
ジティブな思考で取組を考え
る手法は、企業が主体的に健
康づくりを考える機会となっ
た。
・ポジティブなイメージをつか
めない人もいるため、具体的
で実践可能な内容を示す必要
がある。
・働き盛り世代の健康づくりを
地域全体に波及するために、
企業と市町村、産業保健等関
係機関が有機的に役割を発
揮するシステムづくりが必要
であり、関係機関の事業参画
を検討する。

地域で取り組む脳血管
疾患対策促進事業

福祉環境
部

南園　智
人

健康・予
防課

健康・予
防班

0183-73-
6155

　脳血管疾患を含む生活習慣
病の予防対策として、これま
での地域住民への働きかけに
加えて、働き盛り世代からの
対策も重要と考え、対象（連携
先）の枠組みを広げ、商工会
や社協などを通じて管内事業
所等の関係機関との課題を共
有、連携強化を図り、地域全
体として健康長寿を目指しや
すい環境を整える。

129,888

　40代からの生活習慣病発症
や労働者の精神疾患の増加
により、働き盛り世代が健康
でいきいき働くための取組が
必要であることから、企業を対
象としたこころとからだ両面か
らアプローチする講座等を実
施し、健康づくりに関する意識
の向上を図る。

259,878

①企業ヒアリング
　健康課題の把握
　・6～9月　6企業

② こころとからだ健康ＵＰ事
業
○健康講座、相談会
9～11月　3企業
・ポジティブメンタルヘル
　ス講座　参加者　65人
・健康相談会
　参加者　21人
○ポジティブメンタルカレ
　ンダーの作成、配布
　2,500部作成、2,200企
　業に配布。

県 管内企業

・健康講座の満足度は96％以
上、ポジティブメンタルヘルス
に関する理解度は100％と高
かった。
・企業からは、「日ごろ不足し
ている福利厚生の一端が加
わり良かった」「企業は健康保
健分野の知識に一番弱い。事
業を通じて社員が抱える課題
が明確になった」との感想が
あった。講座の継続を希望す
る声もあり、健康づくりに関す
る意識は向上してきている。
・カレンダーは管内中小企業
の約8割に配布し、相談窓口
等を周知することができた。

働き盛り世代のこころと
からだ健康ＵＰ事業

福祉環境
部

南園　智
人

企画福祉
課

調整・障
害者班

0183-73-
6155
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事業名 部名 部長名 担当課
担当班

名
電話番号 事業目的・必要性

事業費
（円）

事業実施状況 事業実施主体
事　業
対象者

事業決定月日
（部局長会議等）
及び評価確定日

事業効果
（成果・満足度）

自己評価

令和2年4月1日

令和3年5月18日

・事務局の負担が大きく、事業
を効果的・効率的に実施する
には、市町村併任職員の主体
的な取組を引き出す必要があ
る。運営形態について協議が
必要となる。
・協働組織が発足から10年の
節目であり、ウィズコロナ・アフ
ターコロナを見据えた事業展
開を検討する。
・新規顧客の獲得を目指し、
Web・SNS等の媒体を活用した
新鮮な情報の発信に努める。

　管内市町村との機能合体に
よる協働で、広域連携による
誘客促進と交流人口の拡大を
図る。
　管内への宿泊者数は、一部
に回復の兆しもみられるが、
観光客等のニーズを踏まえた
効果的な情報発信を図る必要
がある。
　仙台圏に一番近く、山形・宮
城・岩手と隣接している地の
利を生かした売込みを強化す
る必要がある。

2,209,900

地域振興局、湯沢市、羽後
町、東成瀬村で組織する「湯
沢雄勝広域観光推進機構」に
おいて、仙台圏等に向けた地
域の観光と物産をＰＲした。
①広域観光情報の発信（新聞
広告やWebの活用）

②観光物産キャンペーン
・「あ・ら・伊達な道の駅」での
観光キャンペーン（8/1）
・「旅館・ホテル宿泊キャン
ペーン」（10/1～2/28）

③観光資源の発掘や磨き上
げ
管内事業者の取組に対する
支援

④情報の共有と課題の分析
観光課題解決研修会（「やさし
い日本語」講習会）11/17～18

湯沢雄勝広域
観光推進機構

主に仙台
圏や県内
からの観
光客

・管内市町村との協働実施に
より、スケールメリットを活かし
た効果的なＰＲをすることがで
きた。
・コロナ禍の影響で、急きょ実
施した代替事業「旅館・ホテル
宿泊キャンペーン」では、地域
事業者の支援に繋がった。
　実施期間：10/1～2/28
　参加施設：40施設
　応募数：①6,045通
　　　　　　②5,831通
・観光課題解決研修会を開催
したことで、コロナ終息後のイ
ンバウンド受入に備えた有益
な成果が得られた。
　「やさしい日本語」講習会
　参加者 2日間で38名
　アンケートでは、「充実した
講習会であった。」「多くの観
光関係事業者に利用して欲し
い。」との声があった。

市町村との協働による広
域観光の推進事業

総務企画
部

鈴木　英
一

地域企画
課

企画・ゆざ
わおがち
売込み班

0183-73-
8191
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事業名 部名 部長名 担当課
担当班

名
電話番号 事業目的・必要性

事業費
（円）

事業実施状況 事業実施主体
事　業
対象者

事業決定月日
（部局長会議等）
及び評価確定日

事業効果
（成果・満足度）

自己評価

令和2年4月1日

令和3年5月18日

１　山形県最上地域、宮城県
大崎地域との連携事業
①オンラインショップを利用し
た特産品の販売
実施期間：11月1日(日)～1月
31日(日)
出店事業者数：21者46品目
（秋田県9者16品目）
②県際地域を周遊するスタン
プラリーの開催
実施期間：9月17日(木)～11月
30日(月)
対象施設数：計27件（各県9施
設）
応募者数：133名
③県際地域をＰＲする観光ガ
イドブックの作成
部数：20,000部(各県5,000部
＋次年度イベント用5,000部)
3月29日(月)納品予定
④観光モデルコースの作成
　令和３年度に実施する旅行
エージェントへの売込みに向
けて検討。

２　県南3地域振興局連携
①仙台卸町ふれあい市での
物産販売と観光ＰＲ
　本体イベント中止
②県南地域の冬まつりをＰＲ
するＳＮＳキャンペーン
　Twitterを活用し、次年度の
来訪に向けた、県南の冬まつ
りのＰＲを行った。
※主担当：仙北地域振興局

県

宮城・山
形・秋田
の県際地
域を来訪
する観光
客、管内
の観光・
物産関係
事業者

・WEB版「東北のへそ」三県交
流まつり
　売上金額：671,887円
（うち秋田県分239,742円）
・「東北のへそ」名物発見スタ
ンプラリーのアンケート結果で
は、「楽しく周遊できた」「対象
施設を増やして欲しい」などの
意見が寄せられた。
・県南３地域振興局連携で
は、例年仙台市の「卸町ふれ
あい市」で実施していた観光Ｐ
Ｒイベントや、県南冬まつりス
タンプラリーが中止となった
が、代替事業として、県南の
冬まつりをＰＲするＳＮＳキャン
ペーンを実施した。
（景品：1万円相当の仙北地域
の特産品３本、2千円相当の
平鹿地域の特産品２本、2千
円相当の雄勝地域の特産品
２本）

・隣県地域及び県南３地域振
興局と協働し、スケールメリッ
トを活用した取組ができたが、
新型コロナウイルスの影響に
より、事業の内容を変更する
必要が生じた。
・県際連携ではオンライン
ショップを活用した特産品の
販売や、紅葉期の観光客に向
け、管内の周遊を促すスタン
プラリーを実施するなど、新た
な手法を用いたり、規模を縮
小しながら当地域のＰＲがで
きた。
・県際地域共通の観光ガイド
ブックの作成や、周遊モデル
コースの作成など、次年度以
降の誘客に向けた準備を行う
ことができた。
・ウィズコロナ・アフターコロナ
における観光需要を見据えた
取組を行っていく必要がある。
　また、令和３年度は東北ＤＣ
キャンペーンが開催されること
を意識し、SNSや県際地域で
作成した共通ガイドブックの活
用を通して、情報発信の強化
を図りながら関係機関が連携
した取組を推進していく。

県際・県南地域振興局連
携等による売込み強化
事業

総務企画
部

鈴木　英
一

地域企画
課

企画・ゆざ
わおがち
売込み班

0183-73-
8191

　隣県地域（山形県最上地域・
宮城県大崎地域）及び県南３
地域振興局と連携して、ス
ケールメリットを生かした「県
内外で開催する観光物産展」
「広域的な観光ＰＲ」などを実
施し、湯沢雄勝地域の物産・
観光の売り込み強化を図る。

606,035
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